
 

 

 

 

 

 

 
 

商工会では、個人事業主の決算・確定申告全般にわたり、一連の

支援業務を行います。昨年度まで、商工会で支援を実施させてい

ただいた事業所の方には、同封しています持参いただく書類等の

案内をよく確認していただき、お電話等でご連絡の上、お早めに

来会くださいますようお願いします。馬瀬商工会での最終受付

は３月３日（月）とさせていただきます。尚、

商工会規程により、事務手数料をお願いしますの

でご了承ください。 

 

【個人事業者確定申告期限】 

所得税及び復興特別所得税確定申告 令和７年３月１７日（月） 

消費税及び地方消費税確定申告 令和７年３月３１日（月） 

 

 

補助金は、地方自治体や国から支給されるものです。令和２年度

以降の新型コロナウイルス感染症に関係する補助金や、国・県の

小規模事業者持続化補助金・ものづくり補助金、下呂市の広告宣

伝等支援事業など販路拡大等を目的とした補助金等、令和６年も

数多くのものがありました。 

こういった補助金等については所得税の対象となり、決算書上

では「雑収入」に計上してください。確定申告の際には忘れな

いようにお願いします。 

年内に金額が確定しているものの入金がされていない場合は、

「未収入金」に計上してください。ご質問等がありましたら、高

山税務署・商工会へご連絡ください。 

 

 

 

 

 

原油高や物価高騰に伴い市内事業者の経営悪化が懸念される中、

売上回復や販路拡大を目的とした広告および宣伝活動等を行う

事業者を支援するものです。 卒業・入学・入社シーズン、春

の売出し等に向けて、ぜひ利用し販路拡大につなげてみましょ

う！ 予算に限りがありますので申請はお早めに！ 

【補助対象者】 

 市内に事業所を有する法人又は市内に住所を有する個人事業

者で市税等の滞納がない方。 

【補助対象経費】 

商品のＰＲや誘客などを目的とした広告および宣伝活動に要

する次の経費 

 ・チラシ、ＷＥＢ広告など、販売促進に必要な経費 

（印刷製本費、掲載料、委託料、チラシ等作成に必要な事務

用品代等）※ただし備品は除きます。 

 ・令和７年１月３０日以降（交付決定以降）に着手したもの

で、令和７年５月１６日までに支払いが完了した経費（注

意！ カード払いの場合、翌月以降に口座から引落しとなる

ため、令和７年５月１６日までに支払いが終え 

ているか確認してください。） 

【補助金交付額等】 

 ・補助限度額 １事業者につき上限５万円 

 ・補助率 補助対象経費の３／４以内（千円未満の端数切り捨て） 

 ・申請回数 １事業者につき１回のみ 

 ※予算額に達し次第、申請受付終了（予算額３００万円） 

【交付申請】 

 ・申請期間 令和７年１月３０日から令和７年５月９日 

  ※補助対象事業に着手する前に交付申請を行うこと。 

【お問合せ先】 

下呂市観光商工部商工課  24-2638 

 

 

 

 

 

 

１．地元高校就職者奨励金   

【対象者】 

令和６年４月１日以降に益田清高等学校、下呂特別支援学校

を卒業後、１年以内に市内事業所に初めて正規労働者として

就職した方。 

【交付額】 ※居住区分は就職時の住所 

 市内居住者：１０万円  市外居住者：５万円  

【申請方法】 

・就職先の事業所を通じて申請してください。 

・就職後すぐに申請ができます。 

・就職した日から１年以内に申請してください。 

 

２．就 職 奨 励 金  

【対象者】 

①令和６年４月１日以降に中学校、高等学校、短大、大学、

専門学校等を卒業後１年以内に市内事業所に初めて正規労

働者として就職した方。 

②令和６年４月１日以降に上記以外で市内事業所に初めて正

規労働者として就職した方。 

③上記１、２の方で１０ヶ月以上勤務した方。 

【交付額】 ※居住区分は１０ヶ月経過時の住所 

上記①の場合 市内居住者：１０万円  市外居住者：５万円 

上記②の場合 市内居住者：５万円  市外居住者：２万円 

【申請方法】 

・就職先の事業所を通じて申請してください。 

・就職した日から１０ヶ月経過した日から３ヶ月 

以内に申請してください。 

※令和６年４月１日に就職した方は、本年１月３１日で１０ヶ月経過す

るので、２月１日から申請ができます。 

【お問合せ先】 

下呂市観光商工部商工課  24-2638 
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「マル経融資」とは、国が 100％出資している金融機関である

日本政策金融公庫から受けられる公的な融資制度です。マル経

融資の特徴は、融資の窓口は商工会で、融資元は日本政策金融

公庫と役割が分かれている点です。小規模事業者（個人事業主

や中小企業）は、商工会を通じて融資を受けられるよう日本政策

金融公庫へ推薦してもらい、審査に通ると日本政策金融公庫から

融資が受けられることになります。 

無担保・無保証人・低利で利用できる融資制度です。  

【資金使途】 運転資金、設備資金 

【融資限度額】 ２，０００万円 

【返済期間】 １０年以内（据置期間２年） 

      ※運転資金の返済期間も１０年以内となりました。 

【利  率】 年１．６５（令和７年１月６日現在） 

※下呂市による利子補給制度もあります。 

（償還開始日 から12ヵ月間、利子額の全額を補助） 

すでに「マル経融資」の利用がある事業所は、前貸決済の借替え

も検討できます。また初めて利用を希望される事業所も、お気軽

にご相談ください。まずはお電話を！ 

また、お子さまの教育資金のために、日本政策金融公庫の「国の

教育ローン」制度もあります。お問い合わせは、下記へ。 

  ≪教育ローンコールセンター 0570-008656≫ 

 

 

 

 

 

下呂市国民健康保険では、以下の条件に該当する方で、職場の

健康診断や市外で人間ドックを受診した際の診断結果を提供し

た方に１，０００円分の商品券（商工会：下呂市共通ギフトカ

ード）を進呈しています。詳細は下記の問合せ先に 

お問合わせいただくか、ホームページをごらんくだ 

さい。提供していただいた健診結果を確認し、数値 

が基準値を外れていた場合は、生活習慣の改善のた 

め、保健指導のご案内をさせていただきます。 

【対象者】 

 ・下呂市国民健康保険の被保険者であること。 

 ・職場の健診や市外で人間ドッグを受診した時点で、下呂市国

民健康保険の資格を有していること。 

 ・受診した年度内に４０～７４歳になること。 

 ・下呂市の特定健診や人間ドッグ助成を利用していない、又は、

利用する予定がないこと。 

【お問合せ先】 

 下呂市市民保健部市民サービス課  

特定健診担当 24-2633 

 

 

 

 

 

①商工会会員の皆さまだけが加入できる特別な制度です！ 

 会員とその家族、会員の従業員とその家族がご加入できる。 

②国内外２４時間補償！ 

 仕事中からプライベートまでＯＫ。 

③商工会組織全体の自家共済です！ 

 ★申込みからお支払いまで一貫して商工会が行いますので、募

集・事務コストを最小限に抑え、できるだけ制度が充実す

るようにしています。 

★掛捨てですが、合理的な掛金設定になっています。 

④掛金・共済金は年齢・性別・職種に関係なく一律！ 

 シニアプランは補償金額が異なります。 

⑤１４万人以上の皆さまにご利用いただいています。 

⑥最高２億円の個人賠償責任保険＋熱中症の補償がプラスされ、

さらにパワーアップ！ 

⑦スピーディーな共済金の支払い！ 

⑧すべての手続きが商工会でできるので便利で安心です！ 

⑨ニーズに合わせて、必要補償額に応じた加入プランをご検討

いただけます。（けがの補償） 

  2,000円、3,000円、4,000円 ライトプラン 

  シニアプラン 

また、「医療特約」として病気での入院補償、「がん」に 

対する補償の「トータルがんプラン」もあります。 

共済を利用しないで済むのが一番ですが、「もしもの時 

に・・・」と一度ご検討ください。 

 

 

 
 

下呂市では企業の求人活動が活発になっていますが、市内に民間 

賃貸物件が不足していることから、外国人材を含む市外居住者を 

雇用しても市内に居住させることが難しく、市のアンケートによ 

れば雇用意向のある６７％の企業が社員の住居を見つけられなか 

ったという結果も出ています。 

下呂市では、下呂市商工会連絡協議会（市内５商工会で組織）か 

ら市営住宅を社宅として活用したいとの要望を受け、国土交通省 

に「公営住宅地域対応活用計画」を提出し、令和６年１２月１３ 

日に承認されました。 

これを受け、市内企業が外国人材を含む市外居住者を求人しやす 

い環境をつくるため、雇用と住宅ニーズに対応した市営住宅の社 

宅としての活用（地域対応活用）を開始します。 

【市営住宅の社宅としての活用の概要】 

市営住宅の空室１０１戸のうち２８戸（公営住宅１０戸、一

般住宅１８戸）を、市内に事業所を有する法人の社宅として

活用します。社宅は法人が契約者となり、居住する従業員を

市へ届け出ます。これにより、企業が事前に社員の住居を確

保することができ、また単身者３人までのシェアハウスなど、

住居ニーズに応じた提供が可能となります。 

【募集開始日】令和７年２月２６日（水）より 

【お問合せ先】 

下呂市まちづくり推進部まちづくり推進課  

（24-2222 内線 254） 

※詳細については下呂市ホームページでご確認ください。 

尚、ホームページへの掲載は２月３日の予定です。 

 
 

 

詳しくは 

下呂市ＨＰを 

チェック！ 

◆お知らせ◆ 

 

令和７年度下呂市馬瀬商工会通常総会は 

令和７年５月２１日（水）開催予定です。 

 

 


